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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和6年4月版

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2024

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

指定地球温暖化対策事業者

指定地球温暖化対策事業者

13,428.18

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

用途　　　・物販店舗（食品販売・百貨店・電器量販店）
　　　　　・飲食店舗
　　　　　・その他サービス業（美容）
　　　　　・医療施設（歯科）

3,868.00

基準年度

前年度末

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

小田急電鉄株式会社

前年度末

株式会社ビックカメラ

株式会社小田急百貨店　

株式会社小田急ＳＣディベロップメント

㎡

基準年度

2,503.00

㎡前年度末 ㎡

商業

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

指定地球温暖化対策事業者

28,032.00 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

不動産賃貸業・管理業

新宿西口駅前ビル（小田急ハルク）

東京都新宿区西新宿一丁目５番１号

K_不動産業_物品賃貸業 不動産賃貸業・管理業K69

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

115.00

44,078.18

㎡

115.00 ㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 ㎡

13,428.18

㎡

44,078.18

2,503.00

28,032.00



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書
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指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 1962

閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
　　太陽光パネルを施設に設置する検討を実施する。

閲覧場所：

年度

入手方法：

環境方針
（基本理念）
    小田急電鉄は、「沿線の価値の向上」と「快適な時間の創造」に貢献するという経営理念に基づき、持続可能な発展を実現していくために、すべての事業
活動における環境負荷低減と自然との共生に努めます。
（行動指針）
    １.快適な輸送サービスの提供／環境上優れた輸送手段である鉄道の利用拡大を目指すとともに、一層の環境負荷低減に努め、快適な輸送サービスを提供し
ます。
    ２.環境に配慮した事業運営／すべての事業活動において、汚染の予防に努め、環境マネジメントシステムの継続的な改善を目指します。
    ３.自然との共生活動の推進／小田急沿線に存在する豊かな自然の保全に配慮するとともに、自然からの恵みを持続的に享受できるよう自然との共生活動を
推進していきます。
    ４.法規制の遵守／環境に関連する法令・条例および当社が同意するその他の要求事項を遵守します。
    ５.社員への啓発／社員への啓発活動を通じて、環境に対する意識向上を図り、環境保全活動に積極的に取り組みます。

公表方法

http://www.odakyu.jp/csrアドレス：ホームページで公表

2009

アドレス：

計 画 の
担当部署

小田急電鉄株式会社　アセット事業部

０３－３３４９－２５０４

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 小田急電鉄株式会社　環境・広報部

０３－３３４９－２４３１電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

右上へ

算定責任者
小田急電鉄株式会社 アセット事業部課長

承認 提出

株式会社小田急ＳＣディベロプメント ＳＣ営業部担当

者
・単位発熱量、排出係数の収集

承認 提出

集計表の提出確認

株式会社小田急ビルサービス

設備事業部第二設備課 ﾊﾙｸ施設管理所担当者

・電力供給会社の請求書等により使用量の把握

・ガス供給会社の請求書等により使用量の把握

・ガス使用量に関する証明書等（外供給会社別）

によりテナントガス使用量の把握

・購買伝票よりＡ重油使用量の把握

算定担当者

小田急電鉄株式会社 アセット事業部

・単位発熱量、排出係数の収集

・単位発熱量、排出係数の収集算定報告書の作成



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

49

年度

2023 2024年度 年度2021 2022

8,0008,175

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

省エネルギー機器の随時導入と設備運用の見直しを実施し、総量削減義務（２
７％見込み）以上の削減を目指す。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

上下水道の使用に伴う二酸化炭素の排出が主となるため、入居テナントに対し
て節水を呼びかけ、使用量削減を目指す。

44,330

年度まで

27%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

12,145

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

8,520

年度年度2020

8,220 8,049 8,586

193.3

年度年度

181.5

年度2022 2023 2024年度 2021

187.5 185.5

2020

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 45

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

8,310

そ
の
他
ガ
ス

46

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

66

メ タ ン
（ CH4 ）

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

第４計画期間の削減義務率以上の削減を目標とする。

年度

現在の削減期間同様、上下水道の使用に伴う二酸化炭素の排出が主となるた
め、入居テナントに対して節水を呼びかけ、使用量削減を目指す。

8,264



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

削 減 義 務 量
(D ＝ Σ (A × B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2004年度、2005年度、2006年度

2024 年度前削減計画期間 2023 年度2020 年度 2021 年度 2022 年度

16,395

44,330

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2021

2024

2022 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

12,145 12,145

27.00%

2024 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2020 2021

2020 年度まで

年度

27.00%

2020 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

2023 年度 2024 年度年度

15,6213,881

32,959

12,145

27.00%

60,725

27.00%

12,14512,145

年度 2022 年度 2023

27.00%

具体的な増減要因 コロナ禍の反動やインバウンドによる客数伸びによる。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

3,625

特定温室効果
ガス排出量(E)

3,970 4,145

8,264 8,175 8,000 8,520



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150100 15_受変電設備の管理 変圧器更新
2010年より

実施

2 130100 13_空気調和の管理 省エネファンベルトの導入 2010年

3 150200 15_照明設備の運用管理 館内案内看板内部照明のＬＥＤ照明の導入
2015年より

実施

4 150200 15_照明設備の運用管理 階段照明のＬＥＤ照明の導入
2010年より

実施

5 150200 15_照明設備の運用管理 館内便所照明ＬＥＤ化 2012年

6 150200 15_照明設備の運用管理 1階軒下及び導入口照明のＬＥＤ照明の導入
2014年より

実施

7 120200 12_冷凍機の効率管理 冷凍機設備更新 2012年

8 150200 15_照明設備の運用管理
7階・8階共用通路（客用）のＬＥＤ照明の
導入

2015年

9 150200 15_照明設備の運用管理 ネオンサインのＬＥＤ化 2011年

10 150200 15_照明設備の運用管理 B3階後方通路照明のＬＥＤ照明の導入 2015年

11 150200 15_照明設備の運用管理 1階高天井照明のＬＥＤ照明の導入
2016年より

実施

12 150200 15_照明設備の運用管理 ＥＳＣ底部照明のＬＥＤ照明の導入 2016年

13 150200 15_照明設備の運用管理 外壁照明のＬＥＤ照明の導入
2016年より

実施

14 150200 15_照明設備の運用管理 オーニングテント照明のＬＥＤ照明の導入 2016年

15 150200 15_照明設備の運用管理 1階2階光天井照明のＬＥＤ照明の導入 2018年

16 150200 15_照明設備の運用管理 2階導入口照明のＬＥＤ照明の導入 2018年

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分

対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分

対 策 の 名 称 実 施 時 期

17 150200 15_照明設備の運用管理 各階後方通路照明のＬＥＤ照明の導入 2019年

18 150200 15_照明設備の運用管理
2階～7階ビックカメラフロアのＬＥＤ照明
の導入

2016年

19 110200 11_主要設備等の保全管理
ポンプ更新（トップランナーモーターの導
入）

2015年より
実施

20 120200 12_冷凍機の効率管理 ブラインターボ冷凍機設備更新 2019年

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91 180100 18_排出量取引 2024年度実施予定

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

１．事業所での省エネの取り組み
　施設管理者が対策を率先して行い、テナントと協議を行いながら、照明の減灯・点灯時間の見直し、空気調和
設備の運転時間の見直しを実施した。また、空調機における省エネファンベルトの導入など設備投資も積極的に
行った。

２．テナントへの働きかけ
　テナント空調機・照明の営業時間外の止め忘れなど警備員による点検確認指導により、テナントへの意識付けが
できた。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
　　太陽光パネルを施設に設置する検討を行った。引き続き導入に向けて検討する。


